
 

  
             

             来年度、国保税の引き上げはやめよ！ 
村：税率改正も視野に入れた検討が必要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
国保税は、みなさんの声を伝えて 2022 年度に引下げが行われました。制度のあり方（後期医療制度への

支援金支出など）や低い国庫負担支出額などにより、「2025 年度からはまた引き上げなければ国保を維持で

きなくなりそう」な財源不足とのことです。世界的にも優れた国民皆保険制度の要となる国保制度。国は、国民

の命と制度を守るために国庫支出割合を大きく引上げるべきです。 

 
防火対策が徹底せず、重篤な火傷を伴った
火災発生。危険だらけの東海第二原発。  
再稼働はやめよ！！  
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議会一般質問
から 

 

（大名）  現在、物価高騰の対象がますます広がり、村民生活の深刻さが増す中、「せめて公共料金は納め

やすい水準を」と多くの村民が願っている。 村は現在、来年度の税率等の検討を行っている 

と思うが、今の被保険者の生活状況からは、今後、税率引き上げは行ってはならない。 
 

（福祉部長）  令和４年度に税率改正を実施して以降，国保事業費納付金の増加に対応しき 

れておらず，支払準備基金から２億円近い繰入を２年続けて実施しており、現在の支払準 

備基金の残高は 6,000 万円ほどになった。国保事業を持続可能な制度として安定的に 

運営していくため，税率改正も視野に入れた検討を進めていく必要があると認識する。  

 

 
毎月11日は、「福島原発事故を忘れない、東海第二原発

の再稼働ストップ‼」イレブン行動です。 東海第二原発の工事でなぜ？ こんなに火災が？ 2018

年暮れから始まった工事の火災で労災事故になったのは 12月 9日の火災が初めてです。 

一昨日の労働災害は，溶接作

業中に当該作業員の衣服に引火

したことをもって，火災と判断され

たとの報告を受けております。 

当該作業員が休業災害となる

火傷を負ってしまったことは問題

であり，さらに火災のリスクを伴う

ことが明らかである火気作業にお 

 いて，火災発生を防止できなかった点は，非常に問題であると考えております。 

東海第二発電所での火災発生を受け，昨年には文書による厳重注意をし，さらに本年５月に

は，私自身が現地に足を運び，火気作業に関する防火対策がしっかり取られていることを確認

しておりましたので，今回，火災が発生したことについては，深刻に受け止めております。 

今後については，何が問題だったのかを徹底的に洗い出した上で，再発防止策の報告を求

めたいと考えております。 

 

11 日の一般質問に

答えて  －村長－ 

 


